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５ 不妊治療等支援体制の充実 

〔現状及び施策の方向〕 

晩婚化の影響により，不妊に悩む夫婦や不妊治療を受ける夫婦が年々増加している。子供を持ちたい

と願う夫婦が妊娠・出産の希望をかなえるため，早期に適切な治療を開始することを支援するとともに，

不妊治療に係る経済的・精神的な不安を軽減することで，妊娠・出産しやすい環境づくりに取り組む。 

また，将来を担う若年世代に対し，妊娠・出産等に関する正しい知識を啓発し，自らの希望するライ

フプランを設計し実現していくことを支援する。 

 

〔事業の内容〕 

１ 不妊治療費の助成（予算額 139,135 千円） 

特定不妊治療の経済的負担の軽減を図るため，医療保険が適用されず，高額の医療費がかかる配偶者

間の特定不妊治療に要する費用の一部を助成する。（平成 16 年度創設） 

 

第１表 特定不妊治療費助成状況  
（単位 人,件） 

区  分 実人員 延件数 
令和 元 年 度  483 796 
平成 30 年 度 485 821 
平成 29 年 度 (注 1) 484 818 

          （注 1）広島市，呉市，福山市を除く。 

 

２ 不妊検査・一般不妊治療費（予算額 56,349 千円） 

不妊を心配する夫婦に対して，早い段階での不妊検査・治療の開始を促進するため，夫婦が共に不妊

検査を受けた場合の検査・一般不妊治療の費用の一部を助成する。（平成 27 年度創設） 

また，妊活や不妊に関する県民の意識や現状を把握するアンケート調査を実施し，不妊治療に関する

理解の促進と普及啓発を図る。 

 

第２表 不妊検査費・一般不妊治療費助成状況 
（単位 件） 

区  分 件  数 
令 和 元 年 度 901 
平 成 30 年 度 721 
平 成 29 年 度 553 

（注）平成 28 年 10 月から助成対象を不妊検査のみから一般不妊治療まで拡大 

 

３ 不妊専門相談センターの運営（予算額 4,729 千円） 

不妊・不育に悩む夫婦等が気軽に不妊治療に関する適切な情報提供を受け，不妊・不育に関する様々

な悩みを相談できるよう，不妊・不育の専門相談等を実施する。（平成 16 年度創設） 

 

第３表 不妊専門相談センター利用状況 
（単位 件） 

区  分 

相談方法別利用状況 

電話 ＦＡＸ 
電子メー

ル 
面接 

（医師） 

面接 
（助産
師） 

計 

令 和 元 年 度 119 0 81 0 9 209 
平 成 30 年 度 126 0 56 2 9 193 
平 成 29 年 度 195 0 33 1 8 237 

（注）電子メール相談は,平成 20 年 12 月 22 日から開始。 
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４ 妊娠１１０番メール相談 

妊娠に関する相談支援体制の充実のため，望まない妊娠に悩む妊婦等に対し，メールによる相談を実

施する。（平成 24 年度創設） 

 

第４表 妊娠 110 番メール相談実施状況   
（単位 件） 

区  分 相談件数 
令 和 元 年 度 92 
平 成 30 年 度 101 

平 成 29 年 度 53 

 

５ 若年世代への妊娠・出産・不妊に関する普及啓発事業（予算額 3,600 千円） 

特設 Web サイト等のデジタルコンテンツを活用し，ライフイベントの見える化や，結婚・妊娠・出産

に関する正しい知識を習得できる啓発ツールを作成，周知することで，20 代前半の若者が自身の望むラ

イフデザインを実現できるような環境を整備する。 


